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 This paper 'analyzes the energy and environmental policies in seven major OECD countries: US A, 
Canada, U.K , Germany, France, Italy and Japan In the 1997 Kyoto Protocol, these countries promised to 

reduce greenhouse effect gas emissions by more than 6%. A decomposition model of C02- emissions is used 

to analyze the change rate of carbon dioxide (C02) emissions decomposed of three factors: the change rate 

of energy intensity (Energy-GDP ratio), the change rate of carbon intensity (Carbon-Energy ratio), and the 

change rate of real GDP from 1971 to 1996. 

 The following results were obtained from,the analysis Germany and United Kingdom have achieved a 

considerable decrease inC02 emis~s'fons for this period mainly due to improved energy efficiency and fuel 

switching. On the contrary, Japan hasincreased " C02 emissions for this period Japan will need strong efforts 
to carry out the Kyoto Protocol in terms of both energy and environmental poficy-
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1.は じめ に
～

1997年12月 京 都 にお い て気 候 変 動 に 関す る国 際 連 合 枠 組 条 約 第3回 締 約 国 会 譲

(UNFCCCICOP3)が 開催 され、京都議定書(KyotoProtocol)が 採択された。京都議定書 において

は、先進国全体の温室効果ガスの排出量を、2008年 から12年 までの期間中に、1990年 の水準 より

少な くとも5%削 減することを目的 として、先進各国の削減 目標 を設定 し、欧州連合は8%、 米

国7%、 我が国は6%削 減を世界 に約束 した。

表1に 示すように、OECD主 要国のエネルギー消費量は1990年 から96年 までに ドイッを除 く6

ヶ国が5～16%増 加 してお り中ても日本は一番増加率が大 きい。tれ に対応 して二酸化炭素排出

量も ドイッ、英国を除 き1～10%増 加 してお り、やはり日本の増加率が最 も高い。現在、総発電

電力量 に占める原子力発電の比率が約3分 の一を占め、 ドイッとほぼ同じ我が国が今後二酸化炭

素削減に関 して正反対 とも思える対応策を採ろうとしている。つ まりドイッは原子力発電か ら撤
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退 しなが らCOP3の 目標以上に二酸化炭素を削減 しようとしているのに対 して、我が国は原子力

を大幅に増加 させることによって目標 を何 とか達成 しようとしている。図1と 図2は 我が国お よ

び ドイツにおける二酸化炭素排出量、エネルギー消費量、実質GDPの1971年 か ら1996年 までの推

移を比較 したものである。各項 目の1971年 値 を100と おいて26年 間の時系列データを指数化する

と、我が国はGDPが2.5倍 増加 しているのにエネルギー消費量は2倍 弱、二酸化炭素排 出量は1.5

倍 とエネルギー効率化 とエネルギー転換 による炭素排出量の削減にかな りの努力 を払 った成果が

み られる。 しかし、 ドイッは日本以上にエネルギー効率化 と脱炭素化 を成 し遂げている。1990年

に東 ドイッと統合 し、エネルギー供給に占める石炭の割合が高いにもかかわらず96年 の二酸化炭

素排出量が100を 切っている。

表10ECD主 要国のエネルギー消費量、CO2目 標削減率、原発比率

エ ネル ギ ー消 費量[100百 万 トン](倍 率) CO2排 出量[100百 万 トン】(倍率) CO2削 滅率 原発比率

国 名 1ggo 1996 96/90 1990 1996 96/90 2010 1997

ア メ リカ 1926 2135 1.11 1334 1457 1.09 7% 20%

カナダ 210 236 t12 118 129 1.09 6% 14%

イギリス 213 235 1.10 162 161 0.99 8% 28%
ドイ ツ 356 350 0.98 266 245 0.92 8% 32%
フラ ン ス 228 254 1.11 104 105 1.01 8% 78%

イタリア 153 161 1.05 112 羽5 1.03 8% 0%

日本 439 510 1.16 290 320 1.10 6% 35%

出所=IEA,IAEA,COP3

図1日 本の二酸化炭素、エネルギー、GDP(1971=100)
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本稿はOECD主 要国の二酸化炭素排出に影響 を及ぼす要因を経済成長、エネルギー集約度お よ

び炭素集約度に分解 して、1970年 代から現在 に至る長期的な変化 を実証的に分析するこどが目的

である。本研究により、エネルギー政策及び環境政策に対 して有用な情報が提供で きると考える。

本稿 の構成は次の通 りである。まず2節 ではOECD加 盟24ヵ 国全体の要因分析 を行い、3節 で

OECD主 要7ヵ 国についての各国別要因分析 を行%4節 でまとめと政策提言を行う。

2.OECD全 体の二酸化炭素排出量要因分析

:ゴ酸化炭素排出量要因分析のためのモデルを次の ように:規定する。.いま、OECD全 体お よび各

国別の二酸化炭素排出量をそれぞれC、Ciと し、エネルギー消費量 をEiと すると、エネルギ「単

位当たりの二酸化炭素排出量はCi/Eiで これを炭素集約度(Ci)と よぶ。各国のGDPをYiと すると

GDP当 た りのエネルギリ消費量 はEi/Yiで 、これをエネルギー集約度(ei)と よぶ。エネルギー集

約度はエネルギーの利用効率や産業構造のエネルギー依存度、気候条件 などによるエネルギー利

用度を表 している6炭 素集約度はエネルギーに占める化石燃料の割合や、石炭、石油、天然ガス

といった化石燃料の構成 に左右 される。燃料別の二酸化炭素排出係数は、石炭1に 対 して、石油

0.84,天 然 ガス0.64で ある。OECD全 体のGDP(Y)に 占めるOECD各 国のqDPの シェアはセi/

Y=Siと する。以上のよ.うに定義すると、二酸化炭素排出量 は炭素集約度、エネルギー集約度、

GDPシ ェア、GDPの 積で表す ことがで きる。式で表すと(1>式 のまうになる。1)

　　
C=(ΣC,/Ei)×(E/Y{)×(Yi/Y)×Y

、1
=ΣCi×ei×Si×Y
i

(1)

あるt期 間におけるOECDの 二酸化炭素排 出量の変化 は(2)式 に示す ように、炭素集約度効

果(α)、 エネルギー集約度効果(β)、GDPシ ェア効果(γ)、 およびGDP効 果(δ)の 各要因の

効果の和で表 される。2)

△C=α+β+γ →一δ (2)

(2)式 で、(}DP効 果(δ)は 二酸化炭素排 出量の基準時 よりの トレン ドを決定する主要な効果で

ある。 δは経済活動 によって生 じる二酸化炭素排 出量の理論値 とみなす ことがで きる。.従って

(2)式 は、二酸化炭素排出量の減少は α+β+γ 〈0の 時に生 じ、二酸化炭素排 出量の増加は

α+β+γ>0の 時生 じるということを示 している。なぜ ならα+β+γ<0の 時、 △C<δ

だからである。つまり、 この ことは二酸化炭素排出量の実際の変化は経済活動によって生 じる二

酸化炭素排出量の増加の理論値 より小であるごとを意味 している。二酸化炭素排出量の増加'も同

様 に示すことができる。従って、二酸化炭素排 出量の減少は次のように計算される。

二酸化炭素排出量の減少=一(α+β+』 γ)(3)
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t期 の二酸化炭素排出量の減少率は

t期 の二酸化炭素排出量の減少/(Ct_1+δt)

全期間の二酸化炭素排出量の減少率は
セ セ

Σj期 の二酸化炭素排出量の減少/(Co+Σ δ亅)
亅 亅

(5)

(4)

として算出される。

表2は1960か ら1995年 までの5年 毎の二酸化炭素排出量変化の要因分解結果である。

表20ECD全 体の二酸化炭素排出量変化の要因分析(5年 間平均)(単 位=百 万 トン)

期間 δ α β γ △C CO2削 減量:

1960-65

1965-70

1970-75

1975-80

1980-85

1985-90

1990-95

29850

350.15

248.24

324.45

221.30

311.84

180.19

一26
.86

-46 .83

-64
。63

-14L52

-82
。37

-5L63

-66 .11

一8
.18

167.80

-8393

-120
.70

-219
,05

-125
.66

一 一40.34

一1655

-46
。04

-14
。49

-7 .38

3.15

-13
。37

18.86

246.92

425.10

92.60

154.85

-76 .97

121.19

92.51

51.59

-74
。94

163.05

169.60

29827

192.85

8758

出所:Sun(1999)

図3は0耳CDの 二酸化炭素排 出量の理論値 と実績値 を示 した ものである。全期間中の二酸化炭;

素排出量の理論的増加量は9673Mtonで ある。
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出所:Sun(1999) 、 、 ・ 一

しか し、燃料転換、エネルギー効率の改善および構造変化 による二酸化炭素排出量の減少量は

それぞれ1900Mton,2150Mton,379Mtonで あった。実際の二酸化炭素排出量は5244Mtonで あるか

ら、合計で4429Mtonの 二酸化炭素排 出量の減少で、全期間の減少率は30%で ある。 したがって

OECD全 体 としてみれば当該期 間中顕著な削減効果があ り、有効なエネルギー政策 と環境政策が

採 られたと総括することがで きよう。
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3.OECD主 要 国の二酸化炭素排出量の要因分析

本節ではOECD主 要7ヶ 国についてエネルギー消費量、経済成長 と二酸化炭素排出量の関係を

定量的に分析する。モデル分析 をする前 にこれらの変数の推移 を見ることにしよう。一人当た り

二酸化炭素排出量で見ると、全期間を通 じてアメリカが5～6ト ン台、次いでカナダが4ト ン台

と高 く、イタリアが70,80年 代1.5～2ト ンと最 も低 く、90年 代 はフランスが1.6～1.8ト ンと最

も低い。原発比率8割 のフランスが低いのは理解で きるが、原発比率ゼロのイタリアも低いのは

興味深い(図4)。
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図4一 人当たけ;;酸化炭素排出量

0
197119731980198519901993199419951996

一〇一 アメリカd■ 一 カナタ+イ ギリス ー製一 ドイツ ー輔← フランス ー●一 イタリア ー←一 日本

イタリアの一人当た りエネルギー消費量 は2ト ン台 と7ヶ 国中最低の水準でこれが影響 してい

ると思われる。エネルギー集約度はカナダが500～600ト ン/百 万 ドルと最 も高 く我が国が150～

200ト ン/百 万 ドル程度 と最も低い(図5)。 》

図5エ ネルギー集約度
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一 人当 た りGDPは 我 が 国が12000ド ル ～25000ド ル(1987年 ドル価 格)

8500ド ル ～13000ド ル が最 も低 い(図6)。

と最 も高 く、英国の

図6一 人当たりGDP
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炭 素 集約度 は石 炭の割合 の高い ドイッが0.9～0.7と 最 も高 く、 フランスは0.8か ら0。4へ と劇 的 に低

下 してい る(図7)。

図7炭 素集約度
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以上の観察 をもとに次のようなモデルを考える。二酸化炭素排 出量 をGDP当 た りエネルギー消費

量(エ ネルギー集約度)、 エネルギー単位当たり二酸化炭素排出量(炭 素集約度)お よびGDPの 積

に分懈する。3)
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C=(E/Y)×(C/E)XY (6)

記号 は2節 と同 じであるが各国共通のため国別を表す添字は省略する。対象国は米国、カナダ、

英国、 ドイツ、フランス、'イタリー、 日本のOECD主 要7ヵ 国、対象期間は1971年 か ら1996年 ま

でである。4)

(6)式 の両辺の対数 をとり時間tで 微分すると次式が得 られる。

g(C)=g(E/Y)十g(C/E)十g(Y),(7)

ここで、g(*)は 変化率を示す。(7)式 より、二酸化炭素排出量の変化率は、エネルギー集約度変

化率、炭素集約度変化率およびGDP変 化率に分解 されることがわかる。

表3は(7)式 による分析結果である。二酸化炭素排 出量の変化率を見ると、我が国では70年

代の年率2。3%増 加か ら80年 代には1.5%へ と減少 したにもかかわらず、90年 代再び1.7%へ と増加

している。炭素集約度は70,80,90年 代 とも減少 している。この原因は燃料転換、す なわち石油

から天然ガスへのシフ トおタび原子力発電の増加 による。またエネルギー集約度は70 ,80年 代減

少 したが90年 代増加 した。 これはエネルギー効率化や省エネが90年 代 に入って頭打ちになったこ

とを示 している。GDPは70,80年 代の4%成 長から90年 代の1 .8%成 長へと成長率は半減 した。米

国 も各要因の変化率 は我が国と大 きさは異なるが符号条件を見るとほぼ同 じ動 きを示 している。

これに対 して80年 代以降の英国 とドイツは二酸化炭素排出量の変化率はマイナスを示 してお り対

照的な結果となっている。 とりわけ90年 代の ドイッのエネルギー集約度が1.9%減 少 したのは7ヶ

国中最大の成果と'なっている。炭素集約度に関 しては全期間を通 じてフランスが最大の変化率を

示 しているが これは原発比率の高さ(発 電比率の8割 を占める)と の相関を示 していると考 えら

れる。

表3炭 素要因分解分析

炭素排出量の変化率

年 ア メ リカ カナダ イギリス ドイ ツ
一

フ フ ンス イタリア 日本

71-80 0.0109 α0269 一 〇
.0097 0.0075 0.0123 0.0235 0.0233

80-90 0.0020 一 〇
.0008

一 〇
.0012

一 〇
.0100 一 〇,0250 0.0084 0.0145

90-96 0.0148 0.0150 一 α0010 一 〇
.0136 0.0016 0.0044 0.0165

GDPの 変化率

年 ア メ リカ カナダ イギリス ドイツ
一

フ フ ンス イタリア 日本

71-80 0.0266 0.0445 0.0191 0.0285 0.0320 0.0382 0.0444

80-90 0.0255 0.0289 0.0266 0.0219 0.0236 0.0228 0.0397

90-96 0,0215 0.0155 0.0130 0.0160 0.0108 0.0104 0.0180

エネルギー集約度の変化率

年 ア メ リカ カナダ イギリス ドイ ツ フラ ン ス イ タ リア 日本

71-80 一 〇
.0119

一 α0098 一 〇
.0242

一 〇
,0108 一 〇.0079 一 〇

.0166
一 〇
.0153

80-90 0.0052 0.0029 一 〇
.0048

一 〇
.0073

一 〇
.0374 一 〇

.0009
一 〇
.0034

90-96 一 〇
.0039 0.0049 0.0029 一 〇

.0185 0.0071 一 〇.0018 0.0074

炭素集約度の変化率

年 ア メ リカ カナダ イギリス ドイ ツ
一

フフ ンス イタリア 日本

71-80 一 〇
.0035

一 〇
.0070 一 〇.0041

一 〇
.0098 一 〇.0112 0.0024 一 〇

.0049

80-90 一 〇
.OO38

一 〇
.0082

一 〇
.0057

一 〇
.0092

一 〇
.0276 0.0001 一 〇

.0070

90-96 一 〇.0027 一 〇
.0053

一 〇
.0166

一 〇
.0109

一 〇
.0162 一 〇.0041 一 〇.0087
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我が国政府は10年 前、炭素排出量を下げるにはエネルギー集約度 も炭素集約度 もこれ以上下げ

るのは困難なので、経済成長率 を1%台 に落とさなければならないがこのような低成長政策 は採

らないと明言 した。 表3の 結果を見ると経済成長率は1.8%と10年 前 には想定 しなかった低成長

になったにもかかわらず、「炭素排出量は減少する どころか1.7%増 と増加 している。これに対 して

OECD7ヶ 国中、唯一原子力発電設備 を全 く持たないイタリアが二酸化炭素排出量の増加 を0.4%

と微増に抑えていることは注 目に値する。 この期間中く我が国は原子力発電を強力に推進 したこ

とを考えると、政府のエネルギー政策および環境政策が妥当であったか否か再考 を要するといえ

よう。5)

4.ま と め

政府は平成10年6 ,・月・地球温暖化対策大綱を公表 した・そ:こでは・「省エネルギーや新エネルギ
ー導入及 び安全に万全 を期 レた原子力立地の推進 を中令 と

、した二酸化炭素あ排出量の削減その他
の温室効果ヴヌ1の排 出削減対策を・2010年 までに想定 されるあらゆる革新的技術 をも駆俥 して強

力に進める」 とし「(いる・ここで注 目すべ き点は温室効果ガス削減のため100万KW級 の原子力発

電所を今後10年 間で20基 建殺するという奇画である・ しかし・我が国政府 と対照的な干ネルギー

政策を…採っているのが ドイツ政府である。,

ドイツは昨年忌社会呆聿党 と90年 連合 ・緑 の党 との連辜政権が成享 し・脱原肇を柱 とすうエネ、

ルギー政策を進めようとしている。,特に・緑の党は2004年 木 までに全原発の導転停止 を主張 して

いる6 、これにたいpて ドィッ電:气事業連合会(VDEW)は 、原発に変 わるエネルギーがなヤ・こζ、

地球温暖化対策な どから、政府の早期撤退政策に反対 している。 しか し長期間かけた段階的撤退

には賛成 している。1998年12月15日 、 ドイッ電気事業連合会主催のコンファレンスが行われ、脱

原発の時期を早 めるか否かで どのような経済上、環境上の差異がえられるか比較分析 した結果が

発 表 された。兮析髱 は ドイッ電事 連 よ り研 究依頼 を受 けたブセ 「メ ン午ネルギー研 究所め

Pf・ff・蜘9・ ・搬(ド イツエネ)レギー繍 学会会長)で ある・緑の掌カミ主張 している早期釋 シナ`

リオは2004年 に全原発を停止 し、電気事業者の主張する段階的撤退は2030年 までに停止するとい

うシナリオである。9

モデル分析 による主な結論 を列挙すると、早期撤退シナリオと殺階的撤退シナリ
.オを比麟してぐ

前者の方が、

① コス ト(代 替電源建設費など)は880億 マルク余計にかかる ..
② ・CO2の排出が18億 トン増加する

③ 原発産業の労働者38000人 の雇用が失われる
』と試算 している

。

推定期 間は2qqO年 か ら2030午 までの30年 間で・これをさらに2000年 か ら3023年 と2024年 から'

2q30年 までの2期 に分卸レ・二つのシナリオの比較結果が示されている・ しかしモデルそ0も の:

塞繋 瓣 翻 靉 警 デ備 璋噸 ・ζのように線 御 か詳糸田燗 で

卸:硯 るゆ に2000一 彡023年1こおv噸 早期廃止が鰭 驍 止 より1220億 ゴルクコス 稿 に:;
なるが・2024年 以降はむしう34σ億マルクの フス ト安 と存 る・因みに、 シュレ「ダ「首相に透秘・ど

されるニーダーザクセン ・エネルギー ・"よ一ジェンシごめコ』ラー所長は、全原発19基 が操業25
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年を越える2015年 までの段階的停止を提案 している。

表4早 期撤退シナリオと段階的撤退シナリオのコスト差

く単位:10億 マルク)

期間 2000-2023 2024-2030 2000-2030

早期撤退シナリオ 1,100 407 1,507

段階的撤退シナリオ 978 441 1,419

両シナリオの差額 122 一34 88

出所=Pfaffenberger(1998)

二酸化炭素の排出に関 しては、表5に 示す ように代替電源 として化石燃料発電 を考えているの

で、早期撤退シナ リオは当然多 くなる。 ドイッの場合、これまでは石炭火力が中心であったが、

最近天然ガスへのシフトが行われている。

表5二 酸化炭素排出量のシナリオ別比較

く単位=百 万トン)

早期撤退シナリオ

段階的撤退シナリオ

両シナリオの差

二酸化炭素排出量

2000-2030

9,980

8,130

出所:Pfa行enberger(1998)

以上のPfaffenbergerの 試算に対 して、フラィブルグ ・エコ研究所めSeifriedは 「2020年のエネル

ギー転換 シナ リオ」による試算 を行 って異論 を唱え、両者間で論争が行われている。7)Seifried

はPfaffenbergerの シナリオではコス ト算出の楾拠が不明であ り、モデルのパラヌータρ値 も疑問が

あるとしている。 また代替電源 としてご酸化炭素を発生 しない再生可能エネルギーをほとんど無

視 していることも批判 している。さらに雇用に関 しては・4万 人弱の失業者が生 まれるとい う結

果であるが、 ドイツの大企業ダイムラー社1社 で もこれだけの解雇 を行っているので、 この論理

はおか しい。Seifdedに よれば逆:にエネルギー産業 と鉱山産業において20万 人の増加があるとして

いる。

一方、我が国は政府の地球温暖化対策大綱 において、温暖化 を抑制する主役が原発20基 の新設

としているがもしそうであるならば、詳細 なエネルギー計画を政府が公表 し、この計画 に対 して

原発撤犀を含む代替案を専 門家グループが提 出 して活肇な議論が行われなければならない・その

際、計画の前提条件、モデルのペラメータな どを明らかにし、既存エネルギー、新エネルギー、原

子力発電の建設費のほか、核燃料サイクル費用、放射性廃棄物ゐ処理処分費用および各省庁に分

鯨 している5000偉 円を超えるといわれるエネルギー予算等 々・,総合的な比較棟討が早急の課題で

ある・8)従 来のエネルギ7計 画は基本的には経済成畢率を想定 して・土ネルギー需票 を予測 し、

この需要 を満 たす供給設備計画 を立てるとい う物量計画である。過去の総合エネルギー調査会の

「長期エネルギー需給見通 し」が常 に過大想定 となっているのは、経済成長率の想定の誤 りのほか

にエネルギー需給の詳細 な資金計画や、省庁 を越えた統一的かつ長期的エネルギー予算 を持たな

いことおよび電源立地の実現可能性 に関する認識の甘 さなどの要因が考えられる。また環境問題

上望ましい と考えられる自然エネルギーや小型分散型電源の開発 をうたいなが らこれまで原子力

予算 と比べるときわめてわずかの予算 と人員 しか計上 していない。21世 紀初頭に自動車用の小型

燃料電池が実用化 し普及すれば、これを家庭用電源 として転用することは容易である。 このプロ

十



トン交換膜型燃料電池は二酸化炭素の排 出も少なく、オンサイ ト型のため原子力発電所 のように

数百キロも離れた過疎地から100万 ボル トの超高圧で送電するというロスもない。9)政府のエネル

ギー計画が絵 に描いた餅に終わらず京都議定書で約束 した温室効果ガス削減の実現を期待 したい。

注

1)以 下 のモデル はSun(1999)に よる。

2)(2)式 の導 出はSunandMeristo(1999)参 照 。

3)OECD諸 国 の炭 素要 因分析 について は富田(1992)も 参 照 された い。 地球温 暖化 の経済学 的分析

につい ては宇沢(1995)、HohmeyerandRelmhlgs(1999)参 照 。

4)エ ネ ルギーデ ータはIEA(1998)お よび 日本 エネルギ ー経済研 究所(1999)に よ る。

5)松 岡 ・松本(1999)は ア ジア諸国 につ いて次 の ようなモデルに基 づい た経 済成長へ の寄与度分析

を行 って いる。本節 と同 じ記号 を用 いる と、一人 当た りGDP(Y/N)は 二 酸化炭 素排 出量 当 た

りGDP(Y/C)、 エ ネ ルギー消費量 当た り二酸化炭 素排 出量(C/E)、 一 人 当た りエ ネルギ ー

消費量(E/N)の 積 であ る。

(Y/N)=(Y/C)×(C/E)×(E/N)

(8)式 の両辺対 数 をと り時 間tで 微 分す る と、(9)式 が 得 られる。

g(Y/N)=g(Y/C)十g(C/E)十g(E/N)

1975年 ～85年 の 日本 、 中国な どアジア につ いての分析結 果は表6の 通 りであ る。

表6 .ア ジア経済成長への寄与度分析

(8)

(9)

日本 中国 NIES 東南アジア 南アジア

CO2量 当たりGDPの 経済成長への寄与度 1.27 0.24 OjO 0.05 一t18

エネルギー消費当たりCO2量 の経済成長への寄与度 一〇 .36 一〇.01 一〇,10 一〇 .32 0.00

」人当たりエネルギー投入増加の経済成長への寄与度
0.20 0.68 1.02 1.41 1.24

出所:松 岡 ・松本(1999)に 基づいて作成(PPPド ル表示GDPに よる算出)

6)』以下の記述はPfafrenberger(1998)による。

7)Hannen:mann(1999)に よる。

8)こ のような試算はかって富田(1981)が行ったことがある。電気事業およびその関連業界、関係

団体の原子力研究開発予算は控えめに見積 もっても数千億円に及ぶ と思われる。原発推進 を主張

している人々でも2010年 までに10基 の増設が精一杯であると考えている。増設 とは既設発電所の

敷地内に建設することであ り、新設はまったく不可能とみている。

.・9)プ ロ トン交i換膜型燃料電池の解説書は最近多数出版 されている。地球温暖化に対する問題意

識を持って書かれた本では赤池 ・藤井(1998)が 良い。この技術開発で最先端をいくカナダ ・バラー

ド社の会長へのインタビュー記事は 「週間東洋経済」99年12月25日 号参照。
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